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１．経営成績・財政状態に関する分析

(1）経営成績に関する分析

①当期の経営成績

当事業年度におけるわが国経済は、政府による経済政策や日銀による金融政策により、企業収益や雇用情勢の改

善が見られるなど緩やかな景気回復がみられますが、消費増税に伴う駆け込み需要の反動や円安に伴う物価高によ

る実質所得の低下など、個人消費は低調に推移し、依然として先行き不透明な状況が続いております。 

美容業界におきましては、増税後の消費者の節約志向の高まりや、異常気象の影響、店舗間競争の激化など経営

環境は引き続き厳しい状況が続いております。 

このような状況の下、当社といたしましては創業50周年の節年にもあたり、『お客様が毎日綺麗でいられるよ

う、お手伝いを徹底して行う』ことをスローガンに、「すべてはお客様のために」という当社経営の原点に立ち戻

り、全社員が徹底することで、お客様との強固な信頼関係を築き上げ、地域における顧客満足ナンバーワンのサロ

ンを目指して、既存店の強化を行ってまいりました。 

当社のサロンを利用頂くメリットである「お客様に対する三大特典」を多くのお客様にお伝えし、更にお客様の

髪にやさしくヘアスタイルをデザインする「ネオルネッサンスパーマ」、ファッション感覚で楽しめるウイッグ

「ヘアコサージュ」を新たにラインアップに加え、当社サロンのご来店促進に努めてまいりました。 

店舗につきましては、美容室1店舗（TAYA 溝の口店）を新規出店し、美容室1店舗のブランド転換（クレージ

ュ・サロン・ボーテ青山店をＴＡＹＡ青山店へブランド転換）いたしました。一方で美容室３店舗（クレージュ・

サロン・ボーテ 新宿店、クレージュ・サロン・ボーテ オーロラモールジュンヌ店、TAYA INTERNATIONAL 原宿

店）を閉鎖し、当事業年度末の店舗数は、美容室149店舗と小売店１店舗となりました。 

これらの施策により、天候不順等の影響もある中、入客数は既存店ベースで前期比1.0%増加いたしましたが、お

客様への特典や創業50周年キャンペーン特別価格などにより客単価が前期比2.3%低下し、既存店売上高が減少した

結果、当事業年度の売上高は11,763百万円（前期比1.4%減）と減収となり、デザイナー確保に伴う人件費や、キャ

ンペーンの広告宣伝費など諸コストの増加により、営業損失は421百万円（前期は営業損失150百万円）、経常損失

409百万円（前期は経常損失143百万円）となりました。店舗閉鎖に伴う固定資産除却損や不採算店舗の減損損失を

計上し、更に繰延税金資産の取崩を行ったことにより、当期純損失は892百万円（前期は当期純損失191百万円）と

なりました。 

 

②次期の見通し 

次期の見通しにつきましては、わが国経済は、企業業績の回復や雇用情勢の改善などを背景に、景気回復が期待

されるものの、物価上昇等もあり個人消費の回復にはしばらく時間を要するものと思われ、経営環境は依然として

厳しい状況で推移することが予想されます。 

このような状況の下、当社といたしましては引き続き、『お客様が毎日どこでも綺麗でいていただける』ために

全社員が行動し、「すべてはお客様のために」という当社経営の原点を徹底することで、「失客をなくし増客を計

り」、お客様に喜んでいただくサロンづくりをしてまいります。 

また、店舗施策につきましても、既存店舗とのシナジー効果が期待できるエリアへの出店やスクラップ＆ビルド

による経営効率の向上に努めてまいります。 

次期の業績予想につきましては、売上高12,300百万円（前期比4.6％増）、営業利益215百万円（前期比791百万

円増）、経常利益213百万円（前期比774百万円増）、当期純利益100百万円（前期比1,816百万円増）としておりま

す。 

 （注）業績予想は現時点で入手可能な情報に基づいておりますが、実際の数値は今後様々な要因により予想数

値と異なる可能があります。 
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(2）財政状態に関する分析

 ①資産、負債及び純資産の状況

当事業年度末の総資産は7,228百万円となり、前事業年度末比985百万円の減少となりました。 

流動資産の残高は2,364百万円（前事業年度末比163百万円減少）、固定資産の残高は4,863百万円（前事業年度

末比822百万円減少）となりました。主な減少は、繰延税金資産の取崩355百万円、店舗閉鎖及び減損による建物の

減少301百万円、現金及び預金の減少183百万円、敷金及び保証金の減少63百万円によるものであります。 

当事業年度末の負債総額は4,270百万円となり、前事業年度末比15百万円の増加となりました。 

流動負債の残高は2,250百万円（前事業年度末比174百万円増加）、固定負債の残高は2,019百万円（前事業年度

末比159百万円減少）となりました。主な増加は支払手形の増加84百万円、未払消費税の増加199百万円、主な減少

は長短借入金の純減320百万円、社債の減少100百万円、未払金の減少43百万円であります。 

当事業年度末の純資産は2,958百万円となり、前事業年度末比1,000百万円の減少となりました。以上の結果、自

己資本比率は前事業年度末の48.2％から40.9％に減少いたしました。 

 

②キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ105百万円減少

し、1,072百万円となりました。 

また、当事業年度における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において、営業活動の結果獲得した資金は150百万円（前年同期は44百万円の獲得）となりました。 

これは主に、税引前当期純損失474百万円、法人税等の支払額30百万円があったことに対し、減価償却費307百万

円、未払消費税の増加199百万円、仕入債務の増加71百万円、減損損失43百万円があったことによるものでありま

す。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において、投資活動の結果獲得した資金は126百万円（前年同期は354百万円の使用）となりました。 

これは主に、定期預金の払戻による収入622百万円、店舗閉鎖による敷金及び保証金の回収による収入45百万円

があったものの、定期預金の預入による支出445百万円、新規出店、改装にともなう有形固定資産の取得による支

出66百万円があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当事業年度において、財務活動の結果使用した資金は382百万円（前年同期は41百万円の使用）となりました 

これは主に、長短借入金の純減320百万円、社債の償還による支出100百万円、配当金の支払額110百万円があっ

たことによるものであります

 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

 
第39期

25年３月期
第40期

26年３月期
第41期

27年３月期

自己資本比率（％） 49.5 48.2 40.9

時価ベースの自己資本比率（％） 42.5 45.0 55.5

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年） 16.6 47.9 11.5

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 4.4 1.6 6.3

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※１．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出しております。

２．営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用して

おります。有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象

としております。また、利払いについてはキャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま

す。
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（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、業容の拡充に努めるとともに、株主の皆様に対し安定的な配当を継続して実施しつつ、業績に応じた利益

還元を行うことを基本方針としております。内部留保金は、企業価値の最大化に向けて、財務体質の強化を図るとと

もに、今後の事業拡充のための資金に充当し、株主の皆様のご期待にお応えしてまいります。 

しかしながら、当期の業績を鑑み、誠に遺憾ながら当期の利益配当金は無配とさせていただく予定でおります。 

また、全社一丸となって早期の業績回復を図ってまいりますが、次期の利益配当金につきましては、現時点では未

定とさせていただきます。今後予想が可能となりました段階で速やかに公表いたします。 

 

 (4）事業等のリスク

当社の経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあります。な

お、文中における将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。 

①会社がとっている特異な経営方針 

当社の事業展開にあたっては、国家資格を有する美容師の採用が不可欠です。当社はサービスの質の維持あるい

は向上の為にこうした有資格者を原則正社員として採用し、研修施設や各拠点にて新入社員研修、中途採用社員研

修等を行った上で業務を担当させておりますが、人材採用や教育研修が計画通りに進まない場合には、当社の事業

展開や経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

②財政状態及び経営成績の異常な変動に係るもの 

当社の売上高は、季節感を強く感じる夏季の７月、冬季の12月、及び学校や会社の入園・入学・卒業・歓迎会等

にあたる３月に、他の月に比べて高くなる傾向があります。反面、冷夏、暖冬、長雨、台風等の天候不順は当社の

事業展開や経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。 

③特定の取引先等で取引の継続性が不安定であるものへの高い依存度に係るもの 

当社の事業展開にあたり、店舗形態としては、自己所有物件よりも賃借物件やインショップ物件が多い傾向にあ

ります。現時点では賃借先・デベロッパーと当社との関係は良好でありますが、将来的にこれら相手先の事業継続

が危ぶまれる事態が生じた場合は、敷金保証金の貸倒発生や当社店舗の撤退・営業継続不能等も考えられ、事業展

開や経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

④特定の製品、技術等で将来性が不明確であるものへの高い依存度に係るもの 

当社の事業展開上、上述のように国家資格を有する美容師、かつ、顧客からの支持の高い者の業務従事が重要と

考えております。仮に当社から、これらの者が大量に離職した場合は、当社の事業展開や経営成績等に影響を及ぼ

す可能性があります。 

⑤特有の法的規制等に係るもの 

当社の行う事業に適用される美容師法は、社会情勢の変化等に応じて今後も適宜、改正ないし解釈の変更等が行

われる可能性があります。その場合は当社の行う事業に影響を与える可能性があります。 

⑥個人情報の管理に係るもの 

顧客データベースへのアクセス環境、セキュリティシステムの改善を常に図り、個人情報保護に万全を期してお

りますが、これに加えて情報の取り扱いに対する意識の向上を目的とした社員教育の徹底や、情報へのアクセス者

の限定、牽制システムの構築等、内部の管理体制についても強化しております。 

今後も個人情報の管理は徹底してまいりますが、個人情報が流出した場合には、当社の事業展開や経営成績等に

影響を及ぼす可能性があります。 

⑦減損会計に係るもの 

当社の保有資産につきまして、実質的価値の低下等による減損処理が必要になった場合、当社の経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。 

 

２．企業集団の状況

 最近の有価証券報告書（平成26年６月18日提出）における「事業系統図（事業の内容）」から重要な変更がないた

め開示を省略いたします。
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３．経営方針

(1）会社の経営の基本方針

 当社は、「すべての人に夢と希望を与え社会に貢献する」という企業理念のもと、美容という手段を用いて人々

を美しくすることを最大のテーマとし、美容師の技術力、創造力、感性及びサービスを高め、徹底した現場第一主

義を貫いております。

 また、「顧客満足」「株主満足」「社員満足」「社会満足」の４つの満足の追求が、企業の社会的使命と捉え、

経営活動を進めております。

 

(2）目標とする経営指標

 当社は、以下の指標を重要なものとして目標としております。

   ①自己資本利益率 ・・・・・・ 10％    （当期実績  △25.8％）

   ②売上高経常利益率 ・・・・・ 10％    （当期実績  △3.5％）

   ③１株当たり当期純利益 ・・・ 150円     （当期実績 △178.64円）

 

(3）中長期的な会社の経営戦略

 当社は、経営の基本方針に基づき、中長期経営計画『ＭＬＰ２０１９』（平成24年5月7日公表）を推進して

おります。 

中長期経営計画「ＭＬＰ２０１９」の概要は以下の通りであります。

基本方針 

Ⅰ．人材育成の充実と、提供サービスの品質向上（田谷クオリティの確立）

Ⅱ．事業基盤の強化

Ⅲ．成長戦略への展開

具体的な取り組み項目 

       (1)人事施策

①「デザイナーの質的量的確保」

   ②「効率人事の徹底」

(2)営業施策

        ①「有用な技術、サービスの提供」

   ②「お客様個々に対する個別対応」

   ③「お客様の創造」

        ④「基幹商品（美容施術）の盤石化」

       (3)店舗施策

        ①「効率的な店舗展開」

       (4)コーポレート施策

①「収益力の向上」

   ②「ＣＳＲ（企業の社会的責任）の徹底」
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中長期経営計画の目標 

企業体質の再構築の基準として、当社の目標とする経営指標を達成することを目標といたします。

     《中長期経営計画最終目標年度》

2019年度（平成32年3月期）

      《計画期間》

中長期経営計画期間である2012年度から2019年度の8年間を、4ヵ年毎の2つのステージに分け、それ

ぞれの位置づけを以下のとおりといたしました。

    ◎第１ステージ〔中間目標年度：2015年度（平成28年3月期）〕

           収益力の強化を主眼とし、企業の基礎体力をつける。

           既存店の充実を第一とし、低成長の中においても収益計上が図れる仕組み作りを行う。

新規出店は年間3店舗程度に止め、早期に利益体質となるサロン作りの標準化を図る。

         ◎第２ステージ〔最終目標年度：2019年度（平成32年3月期）〕

           既存店による収益基盤をベースに、成長戦略への展開を図る。

新規出店を年間5店舗以上に加速し、成長基盤（年3.5%平均）を確立する。

目標経営指標の達成。

      《数値目標》（計画発表時）                             （単位：百万円）

  2015年度(第42期)

〔平成28年3月期〕

〈第1ステージ〉

2019年度(第46期)

〔平成32年3月期〕

〈第2ステージ〉

金 額 売上比 金 額 売上比

売上高 13,600 100.0 15,500 100.0

売上総利益 2,300 16.9 3,125 20.2

営業利益 790 5.8 1,555 10.0

経常利益 785 5.8 1,550 10.0

当期純利益 370 2.7 750 4.8

ＥＰＳ(円) 74 150

ＲＯＥ(％) 7.1 10.9

期末美容室数(店) 160 181

期中平均スタッフ数(人) 2,003 2,264

 

※ 次期（平成28年3月期）が本計画の第1ステージ目標年度となりますが、当期の業績から鑑み、当初の数

値目標の達成は困難と判断し、次期業績予想を行っております。 

なお、本計画「ＭＬＰ２０１９」は、次期において、経済環境や消費動向の状況及び当社の業績推移を見

極め、計画の修正等を検討してまいります。 

 

(4）会社の対処すべき課題

当社は、企業理念に従い年齢・性別・国籍を問わずより多くの人々に喜んでいただける環境を創造し続け、ヘア

ビジネスにおけるリーディングカンパニーとして、多様化する消費者ニーズや変化する消費者のライフスタイルに

応え、新技術の開発、社員の教育、情報の発信、店舗の拡大および合理的なコスト削減を継続的に実施することを

重点課題とし、収益性と成長性を同時に追求できる経営を進めてまいります。 

また、コンプライアンスを重視し、内部統制システムの一層の充実を図り、経済構造および社会情勢等の経営環

境の変化に対し迅速かつ柔軟に対応できるよう、企業体質の改善、強化に努めてまいります。 

 

４．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社は日本基準による非連結決算を実施しております。今後のＩＦＲＳ（国際財務報告基準）導入に関する動向

を注視しつつ、適切に対応する体制の整備に努めております。 
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５．財務諸表

（１）貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 1,580,864 1,397,762 

売掛金 553,310 524,834 

有価証券 － 100,000 

商品 36,332 63,042 

美容材料 24,447 24,910 

貯蔵品 17,564 16,398 

前払費用 124,238 122,378 

繰延税金資産 119,312 － 

その他 72,981 ※１ 116,363 

貸倒引当金 △852 △745 

流動資産合計 2,528,200 2,364,944 

固定資産    

有形固定資産    

建物 ※１ 4,474,995 ※１ 4,330,056 

減価償却累計額 △2,752,614 △2,909,346 

建物（純額） ※１ 1,722,381 ※１ 1,420,710 

構築物 26,304 26,304 

減価償却累計額 △22,094 △22,715 

構築物（純額） 4,210 3,589 

工具、器具及び備品 40,566 40,016 

減価償却累計額 △39,871 △39,502 

工具、器具及び備品（純額） 694 513 

土地 ※１ 1,375,445 ※１ 1,375,445 

リース資産 89,115 69,989 

減価償却累計額 △47,073 △39,830 

リース資産（純額） 42,041 30,158 

有形固定資産合計 3,144,773 2,830,417 

無形固定資産    

ソフトウエア 3,451 3,125 

リース資産 13,107 7,476 

その他 30,097 30,097 

無形固定資産合計 46,657 40,700 

投資その他の資産    

投資有価証券 100,000 － 

出資金 119 119 

従業員に対する長期貸付金 1,330 2,030 

長期前払費用 36,271 33,451 

繰延税金資産 236,626 － 

敷金及び保証金 ※１ 2,012,750 ※１ 1,949,544 

その他 107,429 7,433 

貸倒引当金 △1 △2 

投資その他の資産合計 2,494,525 1,992,574 

固定資産合計 5,685,955 4,863,692 

資産合計 8,214,156 7,228,637 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成26年３月31日) 
当事業年度 

(平成27年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 325,276 409,818 

買掛金 76,536 73,381 

短期借入金 ※１ 101,600 ※１ 86,800 

1年内償還予定の社債 100,000 70,000 

1年内返済予定の長期借入金 ※１ 434,914 ※１ 386,577 

リース債務 20,636 17,712 

未払金 161,362 117,727 

未払費用 511,393 502,181 

未払法人税等 57,256 79,092 

未払消費税等 51,007 250,483 

前受金 1,229 502 

預り金 32,984 32,221 

前受収益 1,232 1,119 

賞与引当金 196,909 204,996 

資産除去債務 3,406 17,832 

流動負債合計 2,075,747 2,250,445 

固定負債    

社債 130,000 60,000 

長期借入金 ※１ 1,382,148 ※１ 1,125,138 

リース債務 34,389 19,786 

繰延税金負債 － 12,204 

退職給付引当金 384,729 382,718 

資産除去債務 205,987 205,201 

その他 41,925 214,652 

固定負債合計 2,179,180 2,019,701 

負債合計 4,254,927 4,270,147 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,480,180 1,480,180 

資本剰余金    

資本準備金 1,702,245 1,702,245 

資本剰余金合計 1,702,245 1,702,245 

利益剰余金    

利益準備金 66,920 66,920 

その他利益剰余金    

別途積立金 860,000 560,000 

繰越利益剰余金 9,338 △691,365 

利益剰余金合計 936,258 △64,445 

自己株式 △159,455 △159,489 

株主資本合計 3,959,228 2,958,489 

純資産合計 3,959,228 2,958,489 

負債純資産合計 8,214,156 7,228,637 
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（２）損益計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

売上高    

美容施術売上高 10,601,644 10,382,128 

商品売上高 1,286,109 1,338,425 

その他の売上高 43,694 42,554 

売上高合計 11,931,448 11,763,108 

売上原価    

美容施術売上原価 9,941,245 10,043,924 

商品売上原価 641,275 612,636 

その他の売上原価 22,572 22,273 

売上原価合計 10,605,093 10,678,834 

売上総利益 1,326,355 1,084,274 

販売費及び一般管理費 ※１ 1,477,061 ※１ 1,505,276 

営業損失（△） △150,706 △421,002 

営業外収益    

受取利息 1,530 2,560 

有価証券利息 750 752 

受取配当金 － 905 

不動産賃貸料 10,787 13,203 

その他 31,829 36,767 

営業外収益合計 44,896 54,188 

営業外費用    

支払利息 25,437 22,877 

社債利息 1,805 1,191 

不動産賃貸費用 6,805 7,081 

その他 3,624 11,897 

営業外費用合計 37,673 43,048 

経常損失（△） △143,482 △409,861 

特別利益    

退店補償金 5,159 12,265 

その他 － 76 

特別利益合計 5,159 12,342 

特別損失    

固定資産除却損 ※２ 11,175 ※２ 33,071 

減損損失 ※３ 14,350 ※３ 43,734 

特別損失合計 25,525 76,805 

税引前当期純損失（△） △163,848 △474,324 

法人税、住民税及び事業税 60,622 51,283 

法人税等調整額 △33,061 367,080 

法人税等合計 27,561 418,363 

当期純損失（△） △191,410 △892,688 

 

- 9 -

㈱田谷(4679)　平成27年3月期　決算短信〔日本基準〕（非連結）



（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

            (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 資本剰余金合
計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合
計   別途積立金 繰越利益剰余

金 

当期首残高 1,480,180 1,702,245 1,702,245 66,920 860,000 310,685 1,237,605 

会計方針の変更による累積的影
響額               

会計方針の変更を反映した当期首
残高 

1,480,180 1,702,245 1,702,245 66,920 860,000 310,685 1,237,605 

当期変動額               

別途積立金の取崩               

自己株式の取得               

剰余金の配当           △109,936 △109,936 

当期純損失（△）           △191,410 △191,410 

当期変動額合計 － － － － － △301,346 △301,346 

当期末残高 1,480,180 1,702,245 1,702,245 66,920 860,000 9,338 936,258 

 

       

  株主資本 
純資産合計 

  自己株式 株主資本合計 

当期首残高 △159,455 4,260,575 4,260,575 

会計方針の変更による累積的影
響額       

会計方針の変更を反映した当期首
残高 

△159,455 4,206,575 4,260,575 

当期変動額       

別途積立金の取崩       

自己株式の取得       

剰余金の配当   △109,936 △109,936 

当期純損失（△）   △191,410 △191,410 

当期変動額合計 － △301,346 △301,346 

当期末残高 △159,455 3,959,228 3,959,228 
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当事業年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

            (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 
資本剰余金合
計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合
計   別途積立金 

繰越利益剰余
金 

当期首残高 1,480,180 1,702,245 1,702,245 66,920 860,000 9,338 936,258 

会計方針の変更による累積的影
響額           1,919 1,919 

会計方針の変更を反映した当期首
残高 

1,480,180 1,702,245 1,702,245 66,920 860,000 11,258 938,178 

当期変動額               

別途積立金の取崩         △300,000 300,000 － 

自己株式の取得               

剰余金の配当           △109,936 △109,936 

当期純損失（△）           △892,688 △892,688 

当期変動額合計 － － － － △300,000 △702,624 △1,002,624 

当期末残高 1,480,180 1,702,245 1,702,245 66,920 560,000 △691,365 △64,445 

 

       

  株主資本 
純資産合計 

  自己株式 株主資本合計 

当期首残高 △159,455 3,959,228 3,959,228 

会計方針の変更による累積的影
響額   1,919 1,919 

会計方針の変更を反映した当期首
残高 △159,455 3,961,148 3,961,148 

当期変動額       

別途積立金の取崩   － － 

自己株式の取得 △34 △34 △34 

剰余金の配当   △109,936 △109,936 

当期純損失（△）   △892,688 △892,688 

当期変動額合計 △34 △1,002,658 △1,002,658 

当期末残高 △159,489 2,958,489 2,958,489 
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（４）キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純損失（△） △163,848 △474,324 

減価償却費 322,483 307,644 

減損損失 14,350 43,734 

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,938 8,086 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △75 971 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △198 △105 

受取利息及び受取配当金 △1,530 △3,465 

有価証券利息 △750 △752 

支払利息 25,437 22,877 

固定資産除却損 11,175 33,071 

退店補償金 △5,159 △12,265 

売上債権の増減額（△は増加） 4,984 27,748 

たな卸資産の増減額（△は増加） 22,584 △26,006 

仕入債務の増減額（△は減少） 2,477 71,824 

未払金の増減額（△は減少） 15,766 4,258 

未払消費税等の増減額（△は減少） △13,200 199,475 

その他 △83,020 △11,064 

小計 148,537 191,707 

利息及び配当金の受取額 1,671 3,636 

利息の支払額 △28,868 △23,715 

退店補償金の受取額 － 5,159 

法人税等の還付額 － 3,987 

法人税等の支払額 △76,518 △30,219 

営業活動によるキャッシュ・フロー 44,821 150,556 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成27年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △706,786 △445,298 

定期預金の払戻による収入 685,748 622,995 

投資有価証券の取得による支出 － △99,960 

投資有価証券の売却及び償還による収入 － 100,037 

有形固定資産の取得による支出 △325,166 △66,971 

敷金及び保証金の差入による支出 △16,716 △6,810 

敷金及び保証金の回収による収入 24,848 45,169 

その他 △16,259 △23,129 

投資活動によるキャッシュ・フロー △354,332 126,032 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入 452,000 392,000 

短期借入金の返済による支出 △470,700 △406,800 

長期借入れによる収入 764,000 150,000 

長期借入金の返済による支出 △569,747 △455,347 

社債の償還による支出 △100,000 △100,000 

長期未払金の返済による支出 △14,363 － 

リース債務の返済による支出 △33,751 △21,115 

預り保証金の受入による収入 41,925 169,200 

自己株式の取得による支出 － △34 

配当金の支払額 △110,677 △110,094 

財務活動によるキャッシュ・フロー △41,314 △382,190 

現金及び現金同等物に係る換算差額 116 195 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △350,708 △105,404 

現金及び現金同等物の期首残高 1,528,814 1,178,106 

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 1,178,106 ※ 1,072,701 
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はございません。

 

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的の債券

 償却原価法（定額法）を採用しております。

 

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品・美容材料

 主として移動平均法による原価法を採用しております。

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

貯蔵品

 最終仕入原価法による原価法を採用しております。

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

 

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産（リース資産を除く）

 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法） を採用して

おります。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

 建物   ８～60年 

 器具備品 ３～10年 

 なお、「定期賃貸借契約」による建物については、耐用年数を個別の定期賃貸借期間によって償却しておりま

す。

(2）無形固定資産(リース資産を除く）

 定額法を採用しております。

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

(3）リース資産

 リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用しております。

(4）長期前払費用

 定額法を採用しております。

４．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金

 売掛債権等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

 従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度の負担額を計上しております。

(3）退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については、期

間定額基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

  数理計算上の差異は、発生した事業年度に全額費用処理することとしております。

 

５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。
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６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

 「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年3月26日。以下「退

職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げた定めにつ

いて当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決定方法を割引率決定の基

礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から、退職給付の支払見込期間

及び支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。

 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当事業年度

の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。

 この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が2,982千円減少し、利益剰余金が1,919千円増加しております。

また、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。

  なお、当事業年度の一株当たり純資産額、一株当たり当期純利益金額に与える影響は軽微であります。
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（貸借対照表関係）

※１ 担保資産及び担保付債務

 担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

建物 389,411千円 371,972千円

土地 1,315,455 1,315,455

敷金及び保証金 273,589 240,275

その他（流動資産） － 33,314

計 1,978,457 1,961,017

 

 担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

短期借入金 101,600千円 86,800千円

長期借入金

（１年内返済予定の長期借入金を含む）

1,505,870 1,219,188

計 1,607,470 1,305,988

 

２ 保証債務 

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

一部の賃貸借物件の敷金及び保証金について、

当社、貸主及び金融機関との間で締結した代預

託契約に基づく貸主の金融機関に対して負う預

託金の返還債務に対する保証

72,528千円

 

72,463千円

 

 

３ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約を締結しております。当該契約に基づく

事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

当座貸越極度額 600,000千円 600,000千円

借入実行残高 － －

差引額 600,000 600,000
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（損益計算書関係）

※１ 販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度9.3％、当事業年度11.2％、一般管理費に属する費用のおお

よその割合は前事業年度90.7％、当事業年度88.8％であります。

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
 前事業年度 

（自 平成25年４月１日 
  至 平成26年３月31日） 

 当事業年度 
（自 平成26年４月１日 

  至 平成27年３月31日） 

広告宣伝費 137,999千円 168,656千円 

役員報酬 155,246 180,899 

給与・賞与 575,637 545,813 

賞与引当金繰入額 62,407 64,549 

退職給付費用 5,391 3,562 

減価償却費 30,797 26,827 

貸倒引当金繰入額 △48 △105 

 

※２ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

建物 10,603千円 31,374千円

その他 572 1,696

計 11,175 33,071
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※３ 減損損失 

前事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

 当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

神戸市中央区 店舗 建物

 当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位としてグルーピングしております。営業活

動から生じる損益が継続してマイナスである店舗における資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

 その内訳は、建物14,350千円であります。

  なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを４％で割り引

いて算定しております。

 

当事業年度（自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日）

 当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

新潟県新潟市 店舗 建物

東京都港区 店舗 建物、リース資産

東京都目黒区 店舗 建物、リース資産

神奈川県横浜市 店舗 建物

京都府京都市 店舗 建物

大阪府吹田市 店舗 建物、リース資産

大阪府泉佐野市 店舗 建物、リース資産

福岡県北九州市 店舗 建物、リース資産

熊本県熊本市 店舗 建物、リース資産

 当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位として店舗を基本単位としてグルーピングしております。営業活

動から生じる損益が継続してマイナスである店舗における資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

 その内訳は、建物40,207千円、リース資産3,526千円であります。

  なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを４％で割り引

いて算定しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式        

普通株式 5,100,000 － － 5,100,000

合計 5,100,000 － － 5,100,000

自己株式        

普通株式 102,895 － － 102,895

合計 102,895 － － 102,895

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

  該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
決議

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月11日 

定時株主総会
普通株式 109,936 22 平成25年３月31日 平成25年６月12日

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

 
決議

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月17日 

定時株主総会
普通株式 109,936  利益剰余金 22 平成26年３月31日 平成26年６月18日

 

当事業年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

発行済株式        

普通株式 5,100,000 － － 5,100,000

合計 5,100,000 － － 5,100,000

自己株式        

普通株式 102,895 41 － 102,936

合計 102,895 41 － 102,936
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２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

  該当事項はありません。

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
決議

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月17日 

定時株主総会
普通株式 109,936 22 平成26年３月31日 平成26年６月18日

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

該当事項はありません。

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
 
 

前事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

 

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

 

現金及び預金勘定 1,580,864千円 1,397,762千円

預入期間が３か月を超える定期預金等 △402,758 △325,061

現金及び現金同等物 1,178,106 1,072,701

 

（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

(ア）有形固定資産

 美容業における設備（工具、器具及び備品）であります。

(イ）無形固定資産

 ソフトウエアであります。

② リース資産の減価償却の方法

重要な会計方針「３.固定資産の減価償却の方法」に記載のとおりであります。

 

２．オペレーティング・リース取引 

 オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

１年内 1,540 1,540

１年超 3,852 2,311

合計 5,392 3,852
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項 

(1）金融商品に対する取組方針

 当社は、設備計画に照らして、設備に必要な資金(主に銀行借入や社債発行)を調達しております。余資は元

本が保証されている定期預金及び一定以上の格付を取得した債券を対象に運用しております。また、短期的な

運転資金は銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用し、投

機的な取引は行わない方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

 営業債権である売掛金、敷金及び保証金については取引先の信用リスクに晒されております。有価証券及び

投資有価証券は満期保有目的の債券であり、発行体の信用リスクに晒されております。

 営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。

 長期借入金、社債は主に設備投資に係る資金調達を目的としており一定期間毎に定額で返済または償還して

おります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

 ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

 当社は、債権管理規程に従い、営業債権、敷金及び保証金について、事業部門における営業グループ、支社

が各々統括する主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、経理グループにおいて毎月取引先毎に期日及

び残高を管理することによって、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

 定期預金については、高格付の銀行との取引のみとしており、有価証券及び投資有価証券については、高格

付の債券のみとしているために、信用リスクは僅少であります。

  デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する銀行に限定しているため信用リスクはほとんど

ないと認識しております。

②市場リスク（金利の変動リスク）の管理

 債券については、定期的に時価を把握しております。

 デリバティブ取引の執行・管理については、担当部署が取締役会の承認を得て行なっております。月次の取

引実績は、取締役会に報告することになっております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

 当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性の

維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ

とにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

  前事業年度 (平成26年３月31日) 

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 1,580,864 1,580,864 －

(2) 売掛金 553,310 553,310 －

(3) 有価証券及び投資有価証券 100,000 97,350 △2,650

(4) 敷金及び保証金 2,012,750 2,004,353 △8,396

  資産計 4,246,925 4,235,879 △11,046 

(1) 支払手形 325,276 325,276 －

(2) 買掛金 76,536 76,536 －

(3) 短期借入金 101,600 101,600 －

(4) 未払金 161,362 161,362 －

(5) 未払法人税等 57,256 57,256 －

(6) 未払消費税等 51,007 51,007 －

(7) 社債 230,000 231,972 1,972

(8) 長期借入金 1,817,062 1,828,788 11,726

(9) リース債務 55,025 54,315 △710

  負債計 2,875,128 2,888,116 12,988

 

  当事業年度 (平成27年３月31日) 

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 1,397,762 1,397,762 －

(2) 売掛金 524,834 524,834 －

(3) 有価証券及び投資有価証券 100,000 99,980 △20

(4) 敷金及び保証金 1,949,544 1,941,712 △7,832

  資産計 3,972,141 3,964,289 △7,852

(1) 支払手形 409,818 409,818 －

(2) 買掛金 73,381 73,381 －

(3) 短期借入金 86,800 86,800 －

(4) 未払金 117,727 117,727 －

(5) 未払法人税等 79,092 79,092 －

(6) 未払消費税等 250,483 250,483 －

(7) 社債 130,000 130,903 903

(8) 長期借入金 1,511,715 1,522,109 10,394

(9) リース債務 37,498 37,149 △349

  負債計 2,696,516 2,707,465 10,948
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（注）金融商品の時価の算定方法

資 産

(1)現金及び預金、(2)売掛金

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(3)有価証券及び投資有価証券

 債券については、取引金融機関から提示された価格によっております。

(4)敷金及び保証金

 敷金及び保証金については、賃貸借先別にそのキャッシュ・フローを残存期間に応じた国債利回りで割り

引いた現在価値により算定しております。

負 債

(1)支払手形、(2)買掛金、(3)短期借入金、(4)未払金、(5)未払法人税等、(6)未払消費税等

 これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっておりま

す。

(7)社債

 時価については、新規に同様の社債発行を行った場合に想定される利率及び保証料で割り引いた現在価値

により算定しております。なお、１年内償還予定の社債を社債に含めております。

(8)長期借入金

 時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値

により算定しております。なお、１年内返済予定の長期借入金を長期借入金に含めております。

(9)リース債務

 時価については、新規に同様のリース取引を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算

定しております。なお、リース債務は流動負債及び固定負債の合計額であります。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

 前事業年度 (平成26年３月31日)

 
１年以内 
  (千円）

１年超 
５年以内 
 (千円）

５年超 
10年以内 
 (千円）

10年超 
 (千円）

現金及び預金 1,580,864 － － －

売掛金 553,310 － － －

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券

 

－

 

100,000

 

－

 

－

合計 2,134,175 100,000 － －

（注）敷金及び保証金については償還予定が確定していないため記載しておりません。

 

 当事業年度 (平成27年３月31日)

 
１年以内 
  (千円）

１年超 
５年以内 
 (千円）

５年超 
10年以内 
 (千円）

10年超 
 (千円）

現金及び預金 1,397,762 － － －

売掛金 524,834 － － －

有価証券及び投資有価証券

満期保有目的の債券
100,000 － － －

合計 2,022,597 － － －

（注）敷金及び保証金については償還予定が確定していないため記載しておりません。
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４. 社債、長期借入金、リース債務及びその他の有利子負債の決算日後の償還額及び返済予定額 

前事業年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 101,600 － － － － －

社債 100,000 70,000 40,000 20,000 － －

長期借入金 434,914 367,719 597,238 209,543 146,019 61,629

リース債務 20,636 16,994 11,136 4,308 1,949 －

合計 657,150 454,713 648,374 233,851 147,968 61,629

 

当事業年度（平成27年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

短期借入金 86,800 － － － － －

社債 70,000 40,000 20,000 － － －

長期借入金 386,577 619,942 229,939 173,259 64,430 37,568

リース債務 17,712 11,854 5,025 2,667 239 －

合計 561,089 671,796 254,964 175,926 64,669 37,568
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（有価証券関係）

 満期保有目的の債券

前事業年度（平成26年３月31日）

  種類
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

時価が貸借対照表計上
額を超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

時価が貸借対照表計上
額を超えないもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 100,000 97,350 △2,650

(3）その他 － － －

小計 100,000 97,350 △2,650

合計 100,000 97,350 △2,650

 

当事業年度（平成27年３月31日）

  種類
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

時価が貸借対照表計上
額を超えるもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 － － －

(3）その他 － － －

小計 － － －

時価が貸借対照表計上
額を超えないもの

(1）国債・地方債等 － － －

(2）社債 100,000 99,980 △20

(3）その他 － － －

小計 100,000 99,980 △20

合計 100,000 99,980 △20
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（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。

 

（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社は、従業員の退職給付に充てるため、非積立型の確定給付制度として退職一時金制度を設けております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

退職給付債務の期首残高 384,805千円 384,729千円

会計方針の変更による累積的影響額 －  △2,982 

会計方針の変更を反映した期首残高 384,805   381,747 

勤務費用 53,809  52,677 

利息費用 1,147  1,841 

数理計算上の差異の発生額 △4,208  △8,184 

退職給付の支払額 △50,825  △45,364 

退職給付債務の期末残高 384,729  382,718 
 
 

(2）退職給付債務の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

非積立型制度の退職給付債務 384,729千円 382,718千円

未積立退職給付債務 384,729  382,718 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 384,729  382,718 

         

退職給付引当金 384,729  382,718 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 384,729  382,718 

 

(3）退職給付費用及びその内訳項目の金額 

 
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

勤務費用 53,809千円 52,677千円

利息費用 1,147  1,841 

数理計算上の差異の費用処理額 △4,208  △8,184 

確定給付制度に係る退職給付費用 50,749  46,335 

 

(4）数理計算上の計算基礎に関する事項

主要な数理計算上の計算基礎

 
前事業年度

（平成26年３月31日）
当事業年度

（平成27年３月31日）

割引率 0.4％ 0.8％
 
 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
  前事業年度

（平成26年３月31日）
  当事業年度

（平成27年３月31日）

繰延税金資産     

賞与引当金 70,178千円   66,295千円

繰越欠損金 35,322   152,696

減損損失 28,241   24,538

退職給付引当金 137,117   123,771

資産除去債務 74,628   72,129

その他 40,960   41,754

繰延税金資産小計 386,448   481,186

評価性引当額 △15,254   △481,186

繰延税金資産合計 371,194   －

       

繰延税金負債      

資産除去債務 △15,255   △12,204

繰延税金負債合計 △15,255   △12,204

繰延税金資産（負債）の純額 355,938   △12,204

 
 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 
前事業年度

(平成26年３月31日)
 
 

当事業年度
(平成27年３月31日)

法定実効税率  税引前当期純損失で

あるため、法定実効税

率と税効果会計適用後

の法人税等の負担率と

の差異の主要な項目別

の内訳に関しては記載

しておりません。

   税引前当期純損失で

あるため、法定実効税

率と税効果会計適用後

の法人税等の負担率と

の差異の主要な項目別

の内訳に関しては記載

しておりません。

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目

住民税均等割

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

 
 
３. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平
成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等
の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実
効税率は従来の35.6％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差異については33.1％
に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については、32.3％となります。

  この税率変更により、繰延税金負債の金額は1,118千円減少し、法人税等調整額が同額減少しております。
 
 

（持分法損益等）

該当事項はありません。
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（資産除去債務関係）

１.資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ．当該資産除去債務の概要 

 美容室店舗の建物賃貸借契約のうち定期賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。 

 

ロ．当該資産除去債務の金額の算定方法 

 定期賃貸借契約の物件について取得から定期賃貸借契約期間で見積り、割引率は定期賃貸借期間に応じた国債

利回りを使用して資産除去債務の金額を計算しております。 

 

ハ．当該資産除去債務の総額の増減 

 
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

期首残高 201,856千円 209,394千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 5,873 －

時の経過による調整額 1,149 996

資産除去債務の履行による減少額 △6,680 △12,984

その他の増減額（△は減少） 7,196 25,628

期末残高 209,394 223,034

 

２. 貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務

 当社は、賃貸借契約に基づき使用する美容室店舗等については、退去時における原状回復に係る債務を有してお

りますが、定期賃貸借契約以外の賃貸借契約のうち、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく現時点

で移転等も予定されていないものについては、資産除去債務を合理的に見積ることが出来ません。そのため、当該

債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。
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（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)及び当事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月

31日)

当社は、美容事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

【関連情報】

前事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

                                          （単位：千円）

   美容施術 商品 その他 合計

 外部顧客への売上高 10,601,644 1,286,109 43,694 11,931,448

 

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

 本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

 外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しており

ます。

 

当事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

                                          （単位：千円）

   美容施術 商品 その他 合計

 外部顧客への売上高 10,382,128 1,338,425 42,554 11,763,108

 

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

 本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

 本邦に所在している有形固定資産の金額が貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省略

しております。

 

３ 主要な顧客ごとの情報

 外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略しており

ます。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度(自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日)

 当社は、単一セグメントであるため、記載を行っておりません。

 

当事業年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

 当社は、単一セグメントであるため、記載を行っておりません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

 該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

 該当事項はありません。

 

（関連当事者情報）

前事業年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

 該当事項はありません。

 

当事業年度（自平成26年４月１日 至平成27年３月31日）

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

項目
前事業年度

（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

当事業年度
（自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日）

１株当たり純資産額（円） 792.30 592.05

１株当たり当期純損失金額（円） 38.30 178.64

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、１株当

たり当期純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しており

ません。

 （注） １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当事業年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当期純損失（千円） 191,410 892,688

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純損失金額（千円） 191,410 892,688

期中平均株式数（千株） 4,997 4,997

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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６．その他

(1)役員の異動（平成27年6月16日予定）

 ①代表取締役の異動

該当事項はありません。

 

 ②その他の役員の異動

  １．新任取締役候補

取締役（社外取締役） 知久 信義

取締役（社外取締役） 三亀 孝雄

  ２．退任予定取締役

該当事項はありません。

  ３．新任監査役候補

該当事項はありません。

  ４．退任予定監査役

該当事項はありません。

 

 

(2）その他

 区分別売上高比較

区分

前事業年度
自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

当事業年度
自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

前期比較

金額
（千円）

構成比
（％）

金額
（千円）

構成比
（％）

増減（△）
（千円）

美容施術 10,601,644 88.8 10,382,128 88.2 △219,516

商品 1,286,109 10.8 1,338,425 11.4 52,316

その他 43,694 0.4 42,554 0.4 △1,140

合計 11,931,448 100.0 11,763,108 100.0 △168,340
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